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住友金属グループは、環境問題を技術の力で解決して、社会のお役に立つことが重要だと考えています。
美しい地球環境を次の世代に残していくことは、未来に対する責務です。

　住友は、1900 年代初頭に、その発祥となった銅精錬
事業で煙害という環境問題を引き起こしました。しかし、

煙害のもととなる亜硫酸ガスから有用な肥料（硫安）を製造
することに成功し、この問題を技術の力で解決しました。

事業を通して社会に貢献することは、住友の事業精神の根幹です。
それは、持続的に価値を創造し、
会社にかかわる全てのステークホルダーの皆さまのお役に立ち、
信頼される会社になるということです。
当社は 2010 年 7 月 1 日付で CSR 委員会を設置し、
CSR 活動の体系化を進めています。

社会とともに（CSR）：技術で環境問題を解決します

②製造工程で CO2 排出を抑制します

１．技術をもって環境を守る、という住友の伝統を受け継ぎます
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木炭高炉で CO2 排出を抑制します
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粗鋼 1トン当たりの CO2 排出量グラフ
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有害な亜硫酸ガスは、新技術により、有用な資源に変わりました。

①およそ 100 年前、住友は環境問題を技術で解決しました

　当社の 2009 年度の粗鋼 1トン当たりの CO2 排出
量は、1990 年度比18.0% 改善しています。
　現在ブラジルで建設中の高炉一貫シームレスパイプ
製鉄所では、製鉄過程で使用する石炭を、ユーカリを
原料とした木炭で置き換える計画です。製鉄過程で排出
されるCO2 の相当量をユーカリが成長過程で吸収する
ため、CO2 排出量は実質ゼロとなります。
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　住友金属グループの製品には、お客さまが使用する
過程でCO2 排出の抑制に貢献する、環境にやさしい製
品が多数あります。その代表例は、石炭火力発電所で使わ
れる「超々臨界圧発電用ステンレスボイラチューブ」です。

　発電効率向上は、火力発電の排出CO2 削減の鍵です。
それにはボイラで発生させる蒸気の温度と圧力を上げる
必要があります。火力発電所の蒸気の温度と圧力は「超
臨界圧」と呼ばれる水準で30年間変わらず、その間、
発電効率の向上も頭打ちになっていました。

　当社の開発した、「超々臨界圧発電用ステンレスボイ
ラチューブ」は、この壁を30年ぶりに乗り越えた画期
的製品です。「超々臨界圧」と呼ばれる高温高圧の蒸
気に耐えるこの製品の当社の世界シェアは80%です。
発電効率の向上によるCO2 排出抑制効果は、年間約
6,600万トン（※）に上ります。これは、当社の全製
品製造過程で発生するCO2の約3倍に相当します。
（※）建設中、計画中の発電所分を含む。

　この他にも原子力発電の心臓部に使われるSG管、
ハイブリッド自動車のニッケル水素電池に使用される水
素吸蔵合金など、住友金属グループはCO2 排出抑制
に貢献する製品を多数市場に送り出しています。

　当社グループ製品のCO2 排出抑制への貢献は年間
2.2億トンと算出しており、製造工程で発生するCO2
排出量の9倍超に上ります。

当社製造工程での発生

製品による
抑制効果

0

2,330万トン

2.2億トン
［2009年度当社推定］

9倍超

当社製品によるCO2排出抑制効果は、
当社の製造工程で排出するCO2の9倍超

30年ぶりの技術的ブレークスルー
約6,600万トンのCO2 排出抑制効果
国内シェア100% 世界シェア約80%

超々臨界圧発電を可能にするステンレスボイラチューブ

③製品を通じてCO2 排出抑制に貢献します
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社会とともに（CSR）：住友の事業精神を受け継ぎ、地域社会に貢献します

住友の植林の歴史は、今も続いています

　住友が銅精錬をした四国の別子では、煙害で荒れ
た周辺の山林に、20世紀の初めに植林を行いました。

年間約250万本植えた年もあるほどの大規模かつ地
道な植林活動により、現在は美しい森に戻っています。

　製鉄原料の石灰石を採掘している住金鉱業（株）
では、採掘後の斜面に、土地に自生するミズナラ、コ
ナラ、カエデなど約30種類の木を植える活動をしてい
ます。土砂災害を起こしにくく、多様な生物が住む豊
かな森をよみがえらせる計画です。
　毎年行われる植林は、「カモシカの森植樹祭」とし
て、地元住民や関係企業の皆さまにもご参加いただ

いています。2005年の開始以来、累計11万3千本を
植えました。

（1） 住友の植林事業は100 年以上前に始まりました

（2） 植林の歴史は現在にも受け継がれています

2

住友金属グループは、住民のひとりとして地域のお役に立ちます3

カモシカの森植樹祭

　住友金属グループは、スポーツを通じて地域活性化
に貢献しています。住友金属鹿島硬式野球部は、
2010 年の第 81回都市対抗野球大会に鹿嶋市代表
として13 回目の出場を果たし、第 3 位に輝きました。
同野球部主催の野球教室をはじめ、様 な々地域スポーツ
大会やイベントを実施しています。

　地域の皆さまに当社事業をご理解いただくことは
重要です。住友金属グループでは、小中学生から大人
まで毎年多くの地域の皆さまを製鉄所や事業所の
見学にご招待しています。2009年度は約4万人の
皆さまにものづくりの現場をご見学いただきました。

（1）スポーツを通じた地域貢献 （2）工場見学会

住友金属グループは、地域との共生を目指しています。各製鉄所や事業所において、スポーツを通じた交流活動、
工場見学会、地域清掃などのボランティア活動など、様々な地域活動を行っています

© 住友史料館

1881年 植林前

©住友林業㈱

現 在

都市対抗野球大会の応援団 和歌山製鉄所での工場見学会
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主要指標の26年間データ

年 度

1984

1985

1986

1987

1988

1989

1990

1991

1992

1993

1994

1995

1996

1997

1998

1999

2000

2001

2002

2003

2004

2005

2006

2007

2008

2009

12,978

12,068

9,578

10,616

12,233

18,050

18,153

18,180

16,875

12,228

13,296

14,313

14,577

14,694

13,470

14,241

14,976

13,495

12,246

11,208

12,369

15,527

16,027

17,445

18,444

12,858

1,259

749

△18

746

1,674

1,802

1,705

1,337

752

227

554

1,045

1,024

986

124

93

905

400

698

930

1,828

3,058

3,037

2,743

2,260

△9

414

205

△143

193

901

1,015

864

466

93

△343

△242

294

402

407

△649

△637

236

7

413

687

1,732

2,807

3,276

2,982

2,257

△366

253

186

△139

29

580

393

540

300

6

△388

△289

215

265

40

△694

△1,451

58

△1,047

170

307

1,108

2,212

2,267

1,805

973

△497

22,689

22,770

21,686

20,608

19,596

22,219

25,340

26,734

26,983

22,851

24,220

24,518

24,362

24,933

27,205

27,744

27,331

24,334

21,223

20,017

19,231

21,133

23,015

24,183

24,525

24,036

12,172

13,140

13,347

11,749

9,994

9,779

11,837

13,355

14,123

12,393

13,715

13,695

13,338

13,852

16,733

18,823

17,806

16,487

14,153

11,712

8,859

6,797

7,179

8,838

9,900

11,383

14.7%

14.6%

14.7%

16.3%

19.4%

23.8%

22.3%

21.6%

21.3%

23.1%

20.6%

21.3%

22.2%

21.5%

18.5%

12.3%

13.5%

11.3%

15.5%

18.8%

25.1%

34.1%

38.3%

37.3%

35.0%

34.5%

9.65

6.98

△5.21

1.09

20.84

13.37

17.92

9.96

0.22

△12.34

△9.20

6.85

8.43

1.28

△20.59

△39.95

1.61

△28.83

4.36

6.42

23.05

46.03

47.89

39.43

20.98

� △10.74

売上高
（億円）

営業利益
（億円）

経常利益
（億円）

当期純利益
（億円）

総資産
（億円）

借入残高
（億円）

自己資本
比率
（％）

1株当たり
当期純利益
（円）
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財務状態および経営成績の分析

連結貸借対照表

連結損益計算書

連結株主資本等変動計算書

連結キャッシュ・フロー計算書

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる
重要な事項

連結財務諸表作成のための基本となる
重要な事項の変更

連結財務諸表に関する注記事項

P60

P65

P67

P68

P71

P73

P73

P74

P74

財務セクション
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財務状態および経営成績の分析

　2009暦年（2009年1月ー12月）の世界粗鋼生産は12 億
2,700万トン（前期比約 8％減）でした。2009 年度（2009 年
4月ー2010 年 3月）の日本の粗鋼生産は9,640万トン（前期比
約9％減）でした。

　日本の粗鋼生産が1億トン割れになったのは1999年度以
来10年ぶりです。この減少は、世界経済後退により、年前半
の鋼材需要が落ち込んだためです。後半は新興国を中心に
需要回復が見られましたが、年全体としては低水準でした。

　2009年度の当社鉄鋼事業（売上構成比94%）の経営環境
は総じて厳しいものでした。当社粗鋼生産は、上期は低水準
の鋼材需要を受けて減少しました。下期は、自動車分野などの
製造業と輸出の回復を背景に改善基調で推移しました。当社
グループの強みであるシームレスパイプをはじめとするエネル
ギー関連分野向けの鋼材需要と市況は、低水準でした。
　その他の事業（売上構成比6%）の売上は、電子部品な
どのエレクトロニクス分野の需要回復に伴い、堅調でした。

1. 経営環境 　なお、エンジニアリング事業とエレクトロニクス事業につ
いては、事業の選択と集中が進んだことから、2009年度よ
り、その他の事業としてまとめて記載しています。

　当社を含めた日本の鉄鋼業界は、1990年代前半のバブ
ル崩壊後約10年間、収益が低迷しました。当社グループは、
2002〜2005年度の中期経営計画のもとで、コアでない
事業からの撤退と鉄鋼事業の構造改革、そして、過大な借
入金の返済を進めました。
　2003年度以降、それまで進めてきた構造改革と、収益
低迷期も継続した技術開発や戦略投資の成果が実り、世界
鉄鋼需要拡大の追い風もあって、収益は大幅に好転し
ました。
　2006 〜 2008 年度の中期経営計画では、「強いところ
をより強く」「差別化を加速」する施策を実行して、「質」と

「規模」のバランスが取れた持続的成長を目指してきました。
この方針の下、競争に勝てる分野への資源集中を進めた
結果、高い収益力を実現し、自己資本比率やＤ／Ｅレシオ
などの財務指標が大幅に改善されました。
　2009年度は、経済環境悪化による鋼材販売量減少に加
え、前年度の契約に基づき購入した原材料（キャリーオー
バー）の使用や原材料価格の下落に伴う棚卸資産評価損
などの一過性の要因もあり、当社グループの業績は大幅に
悪化しました。

2. 営業成績

経常利益の推移

世界粗鋼（暦年）

（暦年）
日本

（年度）

1,346

120.2

121.5

1,329

118.7

105.5

1,227

87.5

96.4

worldsteel

日本鉄鋼
連盟

07年
単位:百万トン

09年 出所08年

売上高

営業利益

経常利益

当期純利益

17,445

2,743

2,982

1,805

18,444

2,260

2,257

973

12,858

△9

△366

△497

07年度
単位:億円

09年度08年度

当社粗鋼

連結売上高

鉄鋼

その他

1,362

17,445

16,223

1,222

1,287

18,444

17,407

1,036

1,165

12,858

12,058

799

07年度
単位:万トン※

単位:億円

09年度08年度

※ ㈱住友金属小倉、㈱住金鋼鉄和歌山を含む

粗鋼量と連結売上高
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財務状態および経営成績の分析

3）連結特別利益・特別損失と当期純利益

　2009 年度の特別損失 31億円の主因は、エレクトロニクス
事業における、（株）住友金属マイクロデバイスの事業再編に
伴う損失などです。

1）資産・負債・資本

　2009 年度末の流動資産減少は、原材料価格下落に伴
うものです。固定資産増加は設備投資による有形固定資
産増加の他、投資有価証券の時価上昇が主因です。
　借入残高増加は、設備投資の資金需要を借入でまかなっ
たためです。借入残高は、短期借入金、コマーシャルペー
パー、1 年内償還予定の社債、社債および長期借入金の
合計金額です。
　自己資本の減少は、主に当期純損失の計上で利益剰余金
が減少したためで、自己資本比率は 34.5% に微減しました。

支払利息 a

受取利息 b

NET支払利息 a-b

受取配当金

持分法による投資損益

157

7

150

33
△225

134

13

121

52
419

07年度 09年度
145

13

132

77
221

08年度
単位：億円

経常利益

特別利益

特別損失

法人税等

少数株主利益

当期純利益

2,982

69

238

964

43

1,805

2,257

ー

312

948

22

973

△366

ー

31

92

7

△497

07年度
単位:億円

09年度08年度

支払利息、受取配当金と持分法による投資損益

1株当たり当期純利益 △10.7439.43
07年度 09年度

20.98
08年度

単位:円

3. 財政状態

<2009 年度の業績－ 2008 年度との比較＞
1）連結売上高

　鉄鋼事業の売上高減少は、2009年度前半の鋼材需要
激減による販売量減少および原材料価格の下落に伴う販
売価格の低下が主因です。

2）連結営業利益・経常利益
　2009 年度は、9 億円の営業損失および 366 億円の経
常損失でした。

（注）原材料キャリーオーバー：鉄鉱石と原料炭は 2009 年度までは
年度契約価格で購入しました。2009 年度は前年度対比で価格が
下落しましたが、2008 年度契約の高価な原材料の一部を 2009
年度にも使用せざるを得なかったため、原材料価格下落のメリット
をフルに享受できませんでした。この様な影響の前年度との差を
キャリーオーバーとして表現しています。

（年度）

（億円）
20,000

15,000
11,208

12,369
15,527 16,027

18,444
17,445

10,000

5,000

03 04 05 06 08 09

12,858

07
0

連結売上高

連結売上高

鉄鋼

その他

17,445

16,223

1,222

18,444

17,407

1,036

12,858

12,058

799

07年度
単位:億円

09年度08年度

営業利益（億円）

売上高営業利益率（％）

経常利益（億円）

売上高経常利益率（％）

2,743

15.7%

2,982

17.1%

2,260

12.3%

2,257

12.2%

△9

�△0.1%

△366

△2.8%

07年度 09年度08年度

（年度）

（単位：億円）

08 09

2,257

経常利益

-90
固定費
増

-3,586

販売価格構成等
-200

上期
減産影響

3,160

原材料
価格 350

コスト
改善

-920

キャリー
オーバー
（注） -1,240

評価
損益

350
低価法

-447
持分法
損益他

△366

経常
損失

0

2,623億円減

連結経常損益増減要因（08 年度→ 09 年度）
  総資産　　　　　　

　　　　　 流動資産

　 　　　固定資産

 負債計　　　　 

　　　　　 借入残高

自己資本

自己資本比率

24,183 

6,777 

17,405 

14,690 

8,838 

9,019 

37.3  

24,525 

7,373 

17,151 

15,481 

9,900 

8,576 

35.0  

24,036 

6,064 

17,972 

15,244 

11,383 

8,292 

34.5   

07年度 09年度08年度
単位:億円

単位:％
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1）資金調達の方針
　当社グループの資金調達は、安定性と低コストのバラン
スを取っています。主要な銀行にコミットメントラインを設
定して流動性を確保しています。国内連結子会社と共同の
キャッシュマネジメントシステムを運用して、グループ会社
を含めた資金効率を改善しています。
　当社は、日本格付研究所から長期 AA-（安定的）、短期
J-1＋の格付（2010 年 9月末時点）を取得しています。

2）キャッシュ・フロー

4．資金の源泉と流動性の確保

　2009 年度の主な設備投資は、粗鋼を生産する上工程
では和歌山製鉄所の新第 1高炉の建設投資、鋼管関係では
鹿島製鉄所での超高強度大径ラインパイプの増産投資、
特殊鋼関係では（株）住友金属小倉での製鋼プロセス革新
投資などです。

インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利払い
キャッシュ・フロー借入残高比率 ： 借入残高／（利払い後営業キャッシュ・フロー）

03 04 05 06 08 0907

30

25

20

15

10

5

0
（年度）

（倍）

インタレスト・カバレッジ・レシオ キャッシュ・フロー借入残高比率

5.5

9.5

15.0

24.8

2.2
4.04.4

16.7
14.9

13.3

5.4 4.3

21.7

3.3

キャッシュ・フロー対借入残高比率と
インタレスト・カバレッジ・レシオ

ROA

ROE

自己資本

総資産

自己資本比率

短期借入金 a

長期借入金 b

社債、コマーシャルペーパーc

借入残高 a+b+c

2,199

4,787

1,851

8,838

9,019

24,183

37.3

13.2

20.3

07年度
単位：億円

単位：％

Ｄ／Ｅレシオ 0.98

2,868

6,318

2,196

11,383

8,292

24,036

34.5

△0.9

△5.9

09年度

1.37

2,373

5,680

1,846

9,900

8,576

24,525

35.0

9.9

11.1

08年度

1.15

単位：倍

財政状態に関する主な指標

※各指標の定義と数式は、P7〜P8の11年間財務データをご覧ください。

（年度）

（億円）

500

1,000

1,500

2,000

設備投資額（工事ベース・有形固定資産のみ）
減価償却費（有形固定資産のみ）

03

671
783

04

603

792

05

826
752

06

1,358

722

08

1,591

1,098

09

1,366
1,208

07

1,788

1,025

0

設備投資額／減価償却費

5. 設備投資

営業活動によるCF 

投資活動によるCF 

フリーCF 

2,300 

△2,743 

△442 

1,905 

△2,149 

△243 

670 

△1,729 

△1,059 

07年度
単位:億円

09年度08年度

設備投資※1

減価償却費※2

鉄鋼事業

その他

1,788 

1,695 

93 

1,025 

1,591 

1,500 

91 

1,098 

1,366 

1,313 

53 

1,208 

07年度 09年度08年度

※1 工事ベース･有形固定資産のみ　※2 有形固定資産のみ

単位:億円
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財務状態および経営成績の分析

上工程

分野

鋼管

鋼板

交通産機品

特殊鋼棒鋼
・
線材

内容項目 投資金額 時期

2009年7月稼動1,600上工程更新Ⅰ期

2012年度
下半期稼動予定1,150上工程更新Ⅱ期（新第2高炉建設、製鋼設備増強等）

2013年4月
稼動予定140冷間加工、精整、検査設備の増強原子力発電所向け

蒸気発生器用伝熱管の増産

2010年秋
稼動予定※2,000バローレックグループ他との

高炉一貫シームレスパイプ製造合弁事業
ブラジルでのシームレスパイプ
製造拠点の確立

2009年度
上半期完了113バローレック社との資本提携のための株式取得バローレック社との

協力関係の深化

̶（技術援助）

（OEM供給）

ブーシャン社の高炉一貫製鉄所
プロジェクトへの参画

インドでの薄板事業の
パートナーとの関係深化

2009年8月稼動20棒鋼用仕上げ圧延機の更新（株）住友金属小倉の
棒鋼製品の競争力向上

2010年4月開始※10アムテック社他との鍛造クランクシャフトの
製造販売合弁事業

インドでの鍛造クランクシャフト
製造販売拠点の確立

2011年3月
稼動予定100厚板工場および大径管工場の製造設備増強超高強度大径ラインパイプの増産

2009年12月稼動

2010年10月
稼動予定

270

Ⅰ期（二次精錬設備、連続鋳造設備の新設）

Ⅱ期（脱リン炉の新設）

（株）住友金属小倉の
製鋼プロセスの革新

※合弁事業者による総投資額

和歌山製鉄所
粗鋼500万トン体制の確立

単位：億円

2012年
稼動予定

2009年12月
基本合意

※1,150ベトナムでの薄板製造
販売拠点の確立

中國鋼鐵股份有限公司（CSC）他との
冷延・溶融亜鉛めっき・電磁鋼板等の
製造販売合弁事業

〈主なプロジェクト〉
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　当社グループは、「強いところをより強く」「差別化を加速」
する戦略のもと、技術開発、製造および販売部門が一体
となり、得意分野への研究開発資源の集中投入、要素技
術の選択と集中や外部研究資源の更なる活用等を実施し、
企業価値の向上に向け技術資産を強化しています。
　また、「お客さま評価№１」の実現に向けて、素材の高
性能化とニーズに応じた利用技術およびソリューションを
提供することにより、お客さまのニーズに密着した技術開
発を行っています。さらに、地球環境保全を重要課題と位
置付け、省エネや CO2 削減に貢献する製品やプロセスの
研究に注力し、環境にやさしい技術開発を行っています。
2009 年度の研究開発費は 228 億円でした。

　事業が生み出すキャッシュは、まず、企業価値を高める
ための投資に充当します。投資戦略は、「差別化の加速」
に向けた投資であること、資本コストを上回るリターンをあ
げて企業価値向上に貢献することです。
　こうした投資の成果を、株主の皆さまをはじめとしたス
テークホルダーの皆さまに還元します。配当については安
定配当を基本とします。安定とは最低限 1 株当たり5 円の
配当を維持し、これを徐々に増やしていくことです。
　財務レバレッジとしては、中長期的にＤ／Ｅレシオで１.０倍
未満を目標にしています。

　2009 年度は、原材料価格の下落に伴う棚卸資産の
評価損などの一過性要因もあり通期は経常損失となりまし
たが、第 4 四半期は 220 億円の経常黒字でした。従って、
年間換算 800 億円程度のベース収益力があると判断し、
1 株当たり年間 5 円の配当といたしました。

　2010 年度は、主要な原材料の価格決定が従来の年間契
約から四半期毎の契約に移行した結果、原材料価格の変動
とその変動に伴う鋼材価格の動向が先行き不透明なことに加
え、円高が急激に進行するなど、事業環境が大きく変化して
います。
　当社グループは、より一層のコスト削減を図るとともに、
原材料価格の変動に対応すべく鋼材価格の改善を図る
など、収益向上に努めます。
　中長期的には、世界の鉄鋼需要は確実に増加すると考
えており、当社グループは中長期的な方針を堅持して企業
価値向上に向けた施策を実行していきます。

　当社グループの事業は、経済動向や為替の変動等の
マクロのリスク要因はもとより、当社グループの事業等に
特有のリスクがあり、主要なものは以下のとおりです。
投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えら
れる主なリスク事項を記載していますが、潜在的リスクや
不確定要因はこれらに限られるものではありません。当社
グループは、これらのリスクを認識したうえで、発生の回避
および発生した場合の適時適切な対応に努めます。

① 鋼材需給の変動

② 原材料価格の変動

③ 為替レートの変動

④ 資金調達環境の変化

⑤ 投資有価証券の価値の変動

⑥ 退職給付債務

⑦ 法令その他の規則の変更

⑧ 環境規制の変更

⑨ 提携先の経営体制の変更

⑩ 製品及び役務の瑕疵

⑪ 事故

⑫ 争訟

⑬ コンプライアンスの違反

⑭ 競争力の相対的な低下

⑮ 政治経済の体制、制度の変更

⑯ 自然災害及び紛争

キャッシュの使途

投資の基準

株主還元 安定配当の継続

D／Eレシオ 中長期的に1.0倍未満を目標

①「質」と「規模」のバランスある成長
②差別化の加速 
③資本コストを上回るリターン

①企業価値を向上させる投資 
②株主への還元

資本政策の原則

配当金 5.0010.00
07年度 09年度

10.00
08年度

単位:円

6．研究開発活動 8．2010 年度の見通し

9. 事業等のリスク
7．株主還元（配当方針）
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（資産の部）

流動資産
　　現金及び預金
　　受取手形及び売掛金
　　商品及び製品
　　仕掛品
　　原材料及び貯蔵品
　　繰延税金資産
　　その他
　　貸倒引当金

　　流動資産合計

固定資産
　有形固定資産
　　建物及び構築物
　　　減価償却累計額

　　　建物及び構築物（純額）

　　機械装置及び運搬具
　　　減価償却累計額

　　　機械装置及び運搬具（純額） 

　　土地
　　建設仮勘定
　　その他
　　　減価償却累計額

　　　その他（純額） 

　　有形固定資産合計

　無形固定資産
　　のれん
　　その他

　　無形固定資産合計

　投資その他の資産
　　投資有価証券
　　繰延税金資産
　　その他
　　貸倒引当金

　　投資その他の資産合計

　固定資産合計

資産合計

19,710
151,507
147,581
24,940

213,607
12,331
36,905
△ 153

606,431

769,596
△ 502,135

267,460

2,261,553
△ 1,821,813

439,740

340,324
80,985
80,409

△ 67,075

13,334

1,141,845

1,609
4,860

6,470

533,458
15,917

100,533
△ 986

648,923

1,797,239

2,403,670

41,056
135,804
208,713
37,278

264,257
18,762
32,576

△ 1,087

737,362

732,565
△ 485,500

 247,065

2,142,288
△ 1,762,482

379,805

341,477
153,098
76,963

△ 65,203

11,759

1,133,207

381
4,845

5,226

483,001
42,519
51,475
△ 258

576,738

1,715,172

2,452,535

2008 年度
（2009 年 3月期）

2009 年度
（2010 年 3 月期）

百万円

……………………………………………………………………
……………………………………………………………

……………………………………………………………………
……………………………………………………………………………

………………………………………………………………
……………………………………………………………………

……………………………………………………………………………
………………………………………………………………………

……………………………………………………………………

…………………………………………………………………
………………………………………………………………

………………………………………………………

……………………………………………………………
………………………………………………………………

…………………………………………………

………………………………………………………………………………
………………………………………………………………………

……………………………………………………………………………
………………………………………………………………

…………………………………………………………………

………………………………………………………………

……………………………………………………………………………
……………………………………………………………………………

………………………………………………………………

……………………………………………………………………
……………………………………………………………………

……………………………………………………………………………
………………………………………………………………………

…………………………………………………………

………………………………………………………………………

………………………………………………………………………………

連結貸借対照表
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（負債の部）

204,969
286,893
24,000
10,000

—
428

113,063

639,355

185,658
631,802

—
4,364
6,919

19,948
208

36,203

885,105

1,524,461

262,072
61,829

596,254
△ 91,106

829,050

2,324
△ 979

11,834
△ 13,009

169

49,989

879,209

2,403,670

313,706
237,323

—
24,000
36,841

275
131,821

743,969

160,652
568,035
26,516
4,505
6,919

22,510
225

14,829

804,194

1,548,163

262,072
61,829

680,807
△ 90,528

914,180

△ 41,542
△ 690 

11,833 
△ 26,083

△ 56,483

46,674

904,371 

2,452,535

2008 年度
（2009 年 3月期）

2009 年度
（2010 年 3 月期）

百万円

………………………………………………………………
…………………………………………………………………………

……………………………………………………………
……………………………………………………………

………………………………………………………………………
………………………………………………………………………

………………………………………………………………………………

………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………………
…………………………………………………………………………
…………………………………………………………………………

………………………………………………………………………
………………………………………………………

……………………………………………………………………
……………………………………………………………………

………………………………………………………………………………

………………………………………………………………………

………………………………………………………………………………

………………………………………………………………………………
…………………………………………………………………………
…………………………………………………………………………

……………………………………………………………………………

………………………………………………………………………

………………………………………………………
……………………………………………………………………

…………………………………………………………………
…………………………………………………………………

……………………………………………………………

…………………………………………………………………………

……………………………………………………………………………

………………………………………………………………………

流動負債		
　支払手形及び買掛金
　短期借入金
　コマーシャル・ペーパー
　1 年内償還予定の社債
　未払法人税等
　繰延税金負債
　その他
　
　流動負債合計

固定負債		
　社債
　長期借入金
　リース債務
　繰延税金負債
　再評価に係る繰延税金負債
　退職給付引当金
　特別修繕引当金
　その他

　固定負債合計

負債合計		

（純資産の部）		

株主資本		
　資本金
　資本剰余金
　利益剰余金
　自己株式
　
　株主資本合計

評価・換算差額等		
　その他有価証券評価差額金
　繰延ヘッジ損益
　土地再評価差額金
　為替換算調整勘定

　評価・換算差額等合計

少数株主持分

純資産合計

負債純資産合計



住友金属工業株式会社67

1,285,845
1,163,191

122,654

33,108
37,376
20,821
32,276

123,583

△ 928

764
3,380

—
17,241

21,386

15,730
22,524
7,023

—
11,813

57,091

△ 36,634

1,592
1,532

—
—
—

3,124

△ 39,758

5,050
4,205

9,255

757

△ 49,772

1,844,422
1,481,158

363,264

41,622
39,773
20,342
35,473

137,211

 226,052

1,355
7,783

22,179
15,662

46,981

14,577
—

8,363
5,797

18,558

47,297

225,736

—
—

11,144
16,776
3,355

31,276

194,459

82,038
12,838

94,877

2,254

97,327

2008 年度
（2009 年 3月期）

2009 年度
（2010 年 3 月期）

百万円

連結損益計算書

売上高
売上原価

売上総利益

販売費及び一般管理費
　発送費
　従業員給料及び手当
　研究開発費
　その他
　
　販売費及び一般管理費合計

営業利益又は営業損失（△）

営業外収益
　受取利息
　受取配当金
　持分法による投資利益
　その他

　営業外収益合計

営業外費用
　支払利息
　持分法による投資損失
　固定資産除売却損
　為替差損
　その他
　
　営業外費用合計

経常利益又は経常損失（△）

特別損失
　持分変動損失
　事業再編損
　減損損失
　投資有価証券評価損
　環境対策費
　
　特別損失合計

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損失（△）

法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額

法人税等合計

少数株主利益

当期純利益又は当期純損失（△）

…………………………………………………………………………………
………………………………………………………………………………

……………………………………………………………………………

………………………………………………………………………………
………………………………………………………………

…………………………………………………………………………
………………………………………………………………………………

………………………………………………………

…………………………………………………………

……………………………………………………………………………
…………………………………………………………………………

……………………………………………………………
………………………………………………………………………………

……………………………………………………………………

……………………………………………………………………………
……………………………………………………………

…………………………………………………………………
……………………………………………………………………………

………………………………………………………………………………

……………………………………………………………………

…………………………………………………………

………………………………………………………………………
…………………………………………………………………………

……………………………………………………………………………
………………………………………………………………

…………………………………………………………………………

………………………………………………………………………

……………………

…………………………………………………………
………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………

……………………………………………………
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262,072

—

262,072

61,829

—

61,829

680,807

△ 34,780
△ 49,772

—
—

△ 84,552

596,254

△ 90,528

△ 578
△ 0

△ 578

△ 91,106

914,180

△ 34,780
△ 49,772

—
△ 578

△ 0
—

△ 85,130

829,050

262,072

—

262,072

61,829

—

61,829

630,063

△ 46,386
97,327
△ 279

81

50,743

680,807

△ 90,210

△ 317
△ 0

△ 318

△ 90,528

863,754

△ 46,386
97,327
△ 279
△ 317

△ 0
81

50,425

914,180

2008 年度
（2009 年 3月期）

2009 年度
（2010 年 3 月期）

百万円

連結株主資本等変動計算書

株主資本		
　資本金
　　前期末残高
　　当期変動額
　　　当期変動額合計

　　当期末残高

　資本剰余金
　　前期末残高
　　当期変動額
　　　当期変動額合計

　　当期末残高

　利益剰余金
　　前期末残高
　　当期変動額
　　　剰余金の配当
　　　当期純利益又は当期純損失（△）
　　　連結範囲の変動
　　　土地再評価差額金の取崩

　　　当期変動額合計

　　当期末残高

　自己株式
　　前期末残高
　　当期変動額
　　　自己株式の取得
　　　持分法適用会社に対する持分変動に伴う自己株式の増減

　　　当期変動額合計

　　当期末残高

　株主資本合計
　　前期末残高
　　当期変動額
　　　剰余金の配当
　　　当期純利益又は当期純損失（△）
　　　連結範囲の変動
　　　自己株式の取得
　　　持分法適用会社に対する持分変動に伴う自己株式の増減
　　　土地再評価差額金の取崩

　　　当期変動額合計

　　当期末残高

………………………………………………………………………

………………………………………………………………

………………………………………………………………………

………………………………………………………………………

………………………………………………………………

………………………………………………………………………

………………………………………………………………………

…………………………………………………………………
……………………………………………

………………………………………………………………
……………………………………………………

………………………………………………………………

………………………………………………………………………

………………………………………………………………………

……………………………………………………………
………………

………………………………………………………………

………………………………………………………………………

………………………………………………………………………

…………………………………………………………………
……………………………………………

………………………………………………………………
………………………………………………………………

………………
……………………………………………………

………………………………………………………………

………………………………………………………………………
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………………………………………………………………………

…………………………………

………………………………………………………………

………………………………………………………………………

………………………………………………………………………

…………………………………

………………………………………………………………

………………………………………………………………………

………………………………………………………………………

…………………………………

………………………………………………………………

………………………………………………………………………

………………………………………………………………………

…………………………………

………………………………………………………………

………………………………………………………………………

………………………………………………………………………

…………………………………

………………………………………………………………

………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………

……………………………………

…………………………………………………………………

…………………………………………………………………………

2008 年度
（2009 年 3月期）

2009 年度
（2010 年 3月期）

百万円評価・換算差額等
　その他有価証券評価差額金
　　前期末残高
　　当期変動額
　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
　　　
　　　当期変動額合計

　　当期末残高

　繰延ヘッジ損益
　　前期末残高
　　当期変動額
　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

　　　当期変動額合計

　　当期末残高

　土地再評価差額金
　　前期末残高
　　当期変動額
　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 

　　　当期変動額合計

　　当期末残高

　為替換算調整勘定
　　前期末残高
　　当期変動額
　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

　　　当期変動額合計

　　当期末残高

　評価・換算差額等合計
　　前期末残高
　　当期変動額
　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 

　　　当期変動額合計

　　当期末残高

少数株主持分
　前期末残高
　当期変動額
　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

　　当期変動額合計

　当期末残高

△ 41,542

43,866

43,866

2,324

△ 690

△ 288

△ 288

△ 979

11,833

0

0

11,834

△ 26,083

13,074

13,074

△ 13,009

△ 56,483

56,653

56,653

169

46,674

3,315

3,315

49,989

35,403

△ 76,946

△ 76,946

△ 41,542

△ 1,162

471

471

△ 690

11,561

272

272

11,833

△ 7,611

△ 18,472

△ 18,472

△ 26,083

38,191

△ 94,675

△ 94,675

△ 56,483

47,356

△ 682

△ 682

46,674

連結株主資本等変動計算書
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904,371

△ 34,780
△ 49,772

—
△ 578

△ 0
—

 59,968

△ 25,161

879,209

949,303

△ 46,386
97,327
△ 279
△ 317

△ 0
81

 △ 95,357

△ 44,931

904,371

2008 年度
（2009 年 3月期）

2009 年度
（2010 年 3 月期）

百万円　純資産合計
　　前期末残高
　　当期変動額
　　　剰余金の配当
　　　当期純利益又は当期純損失（△）
　　　連結範囲の変動
　　　自己株式の取得
　　　持分法適用会社に対する持分変動に伴う自己株式の増減
　　　土地再評価差額金の取崩
　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

　　　当期変動額合計

　　当期末残高

………………………………………………………………………

…………………………………………………………………
……………………………………………

………………………………………………………………
………………………………………………………………

………………
……………………………………………………

…………………………………

………………………………………………………………

………………………………………………………………………
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△ 39,758
121,640

△ 189
△ 2,466

△ 17
△ 4,145
15,730
22,524
1,592
1,532

—
—
—

△ 25,781
123,614

△ 107,993
△ 440

105,840

△ 38,838

67,002

12,190
△ 24,738
△ 39,406

△ 137,331
—
—

16,351

△ 172,933

194,459
110,896

845
△ 2,477

 1
△ 9,138

14,577
△ 22,179

—
—

11,144
 16,776

3,355
35,192

△ 77,950
△ 14,780

26,120

286,843

△ 96,260

190,582

23,836
△ 48,864
△ 15,793

△ 177,685
△ 3,461

8,801
△ 1,809

△ 214,977

2008 年度
（2009 年 3月期）

2009 年度
（2010 年 3 月期）

百万円

連結キャッシュ・フロー計算書

………………
…………………………………………………………………………

…………………………………………………
……………………………………………
……………………………………………

…………………………………………………………
……………………………………………………………………………

…………………………………………………
……………………………………………………………

…………………………………………………………………………
……………………………………………………………………………

…………………………………………………
…………………………………………………………………………

……………………………………………………
…………………………………………………

……………………………………………………
………………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………………

…………………………………………………………………

………………………………………………

…………………………………………………………
…………………………………………………

…………………………………………………………
………………………………………

…………………………………………………………………
…………………………………………………………

………………………………………………………………………………

………………………………………………

		
　税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損失（△）
　減価償却費
　貸倒引当金の増減額（△は減少） 
　退職給付引当金の増減額（△は減少）
　特別修繕引当金の増減額（△は減少）
　受取利息及び受取配当金
　支払利息
　持分法による投資損益（△は益） 
　持分変動損益（△は益）
　事業再編損
　減損損失
　投資有価証券評価損益（△は益）
　環境対策費
　売上債権の増減額（△は増加） 
　たな卸資産の増減額（△は増加）
　仕入債務の増減額（△は減少）
　その他

　小計

　法人税等の支払額

　営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー
　利息及び配当金の受取額
　投資有価証券の取得による支出
　出資金の払込による支出
　有形及び無形固定資産の取得による支出
　貸付けによる支出
　貸付金の回収による収入
　その他

　投資活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フロー
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　利息の支払額
　短期借入金の純増減額（△は減少）
　コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 
　長期借入れによる収入
　長期借入金の返済による支出
　社債の発行による収入
　社債の償還による支出
　セール・アンド・リースバックによる収入
　ファイナンス・リース債務の返済による支出
　自己株式の取得による支出
　配当金の支払額
　その他

　財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 

現金及び現金同等物の期首残高
連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
連結子会社の合併による現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

現金及び現金同等物の期末残高

△ 15,530
△ 9,308
24,000

196,725
△ 74,677

35,000
△ 24,000

—

△ 10,232
—

△ 34,782
649

87,843

1,448

△ 16,639

42,979
△ 147

39

26,233

△ 14,352
△ 3,707

△ 19,000
159,660

△ 49,855
49,988

△ 31,500
18,298

△ 9,234
△ 318

△ 46,389
△ 966

52,623

△ 2,210

26,018

16,669
284

7

42,979

2008 年度
（2009 年 3月期）

2009 年度
（2010 年 3 月期）

百万円

財務活動によるキャッシュ・フロー

………………………………………………………………………
………………………………………………

……………………………………
……………………………………………………………

……………………………………………………
……………………………………………………………
……………………………………………………………

………………………………………
……………………………………

………………………………………………………
……………………………………………………………………

………………………………………………………………………………

………………………………………………

………………………………………………

…………………………………………

……………………………………………………
………………
………………

……………………………………………………
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（1）連結子会社の数 72社
主要な連結子会社名

㈱住友金属小倉、東アジア連合鋼鐵㈱、㈱住金鋼鉄和歌山、㈱住友金属直江津、住友鋼管㈱、住金スチール㈱、

住友金属物流㈱、住金日鉄ステンレス鋼管㈱、㈱住友金属エレクトロデバイス、ウェスタンチューブ アンド コンジット、

シーモア チュービング、インターナショナル クランクシャフト、恵州住金鍛造有限公司

当連結会計年度に新たに営業を開始した１社のほか、新たに子会社となった１社を連結子会社に加えております。ま

た、子会社でなくなった１社及び持分法適用の関連会社となった１社を連結子会社から除外したほか、連結子会社

同士の合併により連結子会社の数が１社減少しております。

（1）持分法適用の非連結子会社数 1社
会社名

関東特殊製鋼㈱

（2）持分法適用の関連会社数 36社
主要な会社名

㈱ＳＵＭＣＯ、鹿島共同火力㈱、共英製鋼㈱、第一中央汽船㈱、住金物産㈱、日鉄住金鋼板㈱、住友精密工業㈱、

㈱大阪チタニウムテクノロジーズ、日鐵住金建材㈱、新日鐵住金ステンレス㈱、中央電気工業㈱、日鐵住金溶接工業㈱、

VAM USA LLC、バローレック アンド スミトモ トゥーボス ド ブラジル

当連結会計年度より、前連結会計年度まで連結子会社であった１社を持分法の適用範囲に加えております。

なお、㈱SUMCOについては、同社の連結財務諸表に基づき持分法を適用しております。

重要な収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

　　工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

　その他の工事

　　工事完成基準

該当事項はありません。

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

01. 連結範囲に関する事項

02. 持分法適用に関する事項

03. 会計処理基準に関する事項
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Ⅰ 売上高及び営業損益
	 売上高
	 （1）外部顧客に対する売上高
	 （2）セグメント間の内部売上高
	 　  又は振替高
	 計
	 営業費用
	 営業利益又は営業損失
Ⅱ資産、減価償却費及び資本的支出
	 資産
	 減価償却費
	 資本的支出

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、長期・大型請負工事（主として工期１年超、請負金額１億円以上）

については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計

基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第18号 平成19年12月27日）を当連結会計年度より適用し、当連結会計年度に着手した工事契約から、当連

結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見

積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

これにより、当連結会計年度の連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

当連結会計年度より、「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）（企業会計基準第19号 平成20年７月31日）を

適用しております。

本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債務の差額はありません。

01. 収益の計上基準の変更

02.「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）の適用

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

なお、上記以外は、最近の有価証券報告書（平成21年６月19日提出）における記載から重要な変更がないため開示を省略しております。

……

……………………
……………………………………

……………………………
……………

…………………………………
…………………………
…………………………

（単位：百万円）

2009 年度（2010 年 3 月期）

1,205,861

2,006

1,207,868

1,215,487

△ 7,618

1,939,342

118,062

135,447

鉄  鋼

（1）事業の種類別セグメント情報
01. セグメント情報

連結財務諸表に関する注記事項

連  結

1,285,845

—

1,285,845

1,286,774

△ 928

2,403,670

121,640

137,868

消去
又は全社

—

(20,598)

(20,598)

(20,567)

△ 31

△ 145,194
—
—

計

1,285,845

20,598

1,306,444

1,307,342

△ 897

2,548,864

121,640

137,868

その他

79,984

18,592

98,576

91,854

6,721

609,521

3,578

2,420

（注）１ 金額の△は損失を示しております。

２ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品等

① 事業区分の方法

事業区分は、製品、市場の類似性等を勘案して決定しております。
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② 各区分に属する主要な製品等

（2）所在地別セグメント情報
 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％を  

　超えているため、所在地別セグメント情報は記載しておりません。

（3）海外売上高

連結財務諸表に関する注記事項

Ｈ形鋼、外法一定Ｈ形鋼、軽量Ｈ形鋼、鋼矢板、鋼管杭他

継目無鋼管、電気抵抗溶接鋼管、大径アーク溶接鋼管、熱間溶接鋼管、
異形鋼管、各種被覆鋼管、ステンレス鋼管他

機械構造用鋼、冷間鍛造用鋼、ばね鋼、快削鋼、軸受鋼、ステンレス条鋼他

電子部品、不動産の賃貸・販売他

車輪、車軸、台車、駆動装置、連結器他

鍛造クランクシャフト、金型用鋼、アルミホイール、鉄塔用フランジ、
溝型車輪、圧延用ロール他

鋼片、製鋼用銑他

チタン製品、製鉄技術、電力卸供給、鋼材等の海上・陸上輸送、
設備メンテナンス、パイプライン、エネルギープラント、石灰石の販売他

事業区分 主要な製品等

鉄鋼事業

その他の事業

構造用厚鋼板、低温用鋼板、ラインパイプ用鋼板、高張力鋼板、熱延鋼板、
冷延鋼板、電磁鋼板、溶融亜鉛めっき鋼板、電気亜鉛めっき鋼板、カラー鋼板、
プレコート鋼板、ステンレス精密圧延鋼板、純ニッケル鋼板他

鋼板

建材製品

鋼管

条鋼

鉄道車両用品

鋳鍛鋼品

半製品

その他

574,734

31.2%

200,185

10.8%

774,919

1,844,422

42.0%

（単位：百万円）

2009 年度（2010 年 3月期）

373,330

29.0%

138,525

10.8%

511,856
1,285,845

39.8%

アジア その他 計

2008 年度（2009 年 3月期）

アジア その他 計

Ⅰ海外売上高
Ⅱ連結売上高
Ⅲ連結売上高に占める海外売上高の割合

（注）国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

１ 国又は地域の区分の方法

国又は地域の区分は、地理的近接度に基づいております。

２ 各区分に属する主な国又は地域

アジア………中国、韓国、東南アジア、中近東等

……………………………………
……………………………………

……
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（注）１ 前連結会計年度については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、当連結会計年度については、

潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失金額であるため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を

記載しておりません。

（注）２ １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

なお、金額の△は損失を示しております。

…………………………………………………………

………………………………………

1 株当たり純資産額
1 株当たり当期純損失・純利益金額

１株当たり当期純利益又は当期純損失金額
　当期純利益又は当期純損失
　普通株主に帰属しない金額　
　普通株式に係る当期純利益又は当期純損失
　
普通株式の期中平均株式数

１株当たり純資産額の算定上の基礎
　純資産の部の合計額
　純資産の部の合計額から控除する金額
　（うち少数株主持分）
　普通株式に係る期末の純資産額
　
　1 株当たり純資産額の算定に用いられた
　期末の普通株式の数

178.87
10.74

97,327
—

97,327

4,638,409,283

904,371
46,674

(46,674)
857,697

4,638,091,724

184.92
20.98

△ 49,772
—

△ 49,772

4,636,103,243

879,209
49,989

(49,989)
829,219

4,635,821,346

2008 年度
（2009 年 3月期）

2008 年度
（2009 年 3月期）

2009 年度
（2010 年 3 月期）

2009 年度
（2010 年 3 月期）

円

百万円

02. 1 株当たり情報

損失 利益

株

百万円

株

……………………………

………………………………………………

………………………………………………

………

…………………………………………………

………………………………………………………

………………………………

………………………………………………………

………………………………………

……………………………………………………
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投資家情報

会社名

設立

従業員数

事業年度

住友金属工業株式会社

1949年7月

7,079人

4月1日から翌年3月31日

証券コード
発行可能株式総数
発行済株式総数
単元株式数
株主名簿管理人
同事務取扱場所

（郵便物送付先）

（電話照会先）
上場証券取引所

5405
100 億株
4,805,974,238 株
1,000 株
住友信託銀行株式会社
〒 540-8639 大阪府大阪市中央区北浜 4-5-33
住友信託銀行株式会社　証券代行部

〒 183-8701 東京都府中市日鋼町 1-10
住友信託銀行株式会社　証券代行部

　 0120-176-417
東京、大阪、名古屋、福岡、札幌

資本金

定時株主総会

株主確定基準日

262,072,369,221円

6月

（1）定時株主総会・期末配当 3月31日

（2）中間配当 9月30日

（2010年3月31日現在）

大阪本社 東京本社

会社情報

株式関連情報

住友金属工業株式会社　広報・IR 部
〒 104-6111東京都中央区晴海一丁目8番11号　トリトンスクエア／オフィスタワーＹ
電話　03-4416 -6111
メールアドレス：ir@sumitomometals.co.jp
ホームページ：http://www.sumitomometals.co.jp/

お問い合わせ先
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26.6%

31.5%
21.7%

20.2%

金融機関・
証券会社

その他法人

個人他

外国人

国内

（注）	1. 持株比率は発行済株式の総数から自己株式数を除いて算出しております。		
	 2.「 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（住友信託銀行再信託分・株式会社三井住友銀行退職給付信託口）」名義の株式 90,315 千株は、株式会社三井
		  住友銀行が保有する当社株式を退職給付信託として信託設定したものであり、議決権については株式会社三井住友銀行が指図権を留保しております。
		  なお、株式会社三井住友銀行は、上記のほか、当社株式 28,090 千株（持株比率 0.61％）を保有しております。		
	 3.「 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社・住友信託退給口」名義の株式 55,000 千株は、住友信託銀行株式会社が保有する当社株式を退職給付信託として
		  信託設定したものであり、議決権については住友信託銀行株式会社が指図権を留保しております。
		  なお、住友信託銀行株式会社は、上記のほか、当社株式 20,000 千株（持株比率 0.43％）を保有しております。		

（年）

（円）

0

200

400

600

800

1,000

77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 1009

大 株 主

所有者別分布状況

（注）所有比率は発行済株式の総数から
	  自己株式数を除いて算出しております。

株価の推移

（2010年3月31日）

（2010年3月31日）

住友商事株式会社

新日本製鐵株式会社

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

株式会社神戸製鋼所

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（住友信託銀行再信託分・株式会社三井住友銀行退職給付信託口）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（住友信託銀行再信託分・株式会社三井住友銀行退職給付信託口）

日本生命保険相互会社

三井住友海上火災保険株式会社

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社・住友信託退給口

住友生命保険相互会社

458,326

451,761

155,263

136,245

112,565

90,315

88,919

68,206

55,000

51,503

1,668,105

9.89

9.74

3.35

2.94

2.43

1.95

1.92

1.47

1.19

1.11

35.98

株 主 名

計

持株数（千株） 持株比率（％）

当社への出資状況






